当麻町住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、クリーンエネルギーの活用を積極的に行い、地球規模の環境問題に配慮した生活と環境にやさしいまちづくりを推進することを目的に、当麻町住宅用太陽光発電システム設置補助金（以下「補助金」という。） について規定する。補助金の交付にあたっては、当麻町補助金等交付規則（平成17年規則第6号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（対象システム）
第２条　この要綱において、太陽光発電システム（以下「対象システム」という。）は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。
(1) 太陽電池容量（日本工業規格に基づいて算出された太陽電池モジュールの最大出力の合計値をいう。ただし、日本工業規格を基準としているが、ＩＥＣ等の国際規格も可とする。）が１０KW未満のものであること。
(2) 電力会社の低圧配電線と逆潮流のある系統連結をしていること。
(3) 設置前において、使用に供されたものでないこと。

(4) 電力会社と電力供給契約を締結しているものであること。

(5) 太陽電池モジュールは、対象システム契約時に太陽光発電普及拡大センター（Ｊ－ＰＥＣ）により登録されているものであること。
（補助対象者）
第３条　補助金の対象者は、町民で次に掲げるいずれかに該当する者とする。ただし、対象システムの設置に係る住宅に居住する全ての者が町税を滞納していない者に限る。
(1) 町内に自ら居住する住宅に対象システムを設置した者。

(2) 建売住宅供給者等から町内にある対象システム付き住宅（以下「建売住宅」という。）を購入し、居住している者。
（補助金額）

第４条　補助金の額は、当該対象システムの設置に対し、１０万円を補助する。
2　補助金の交付は、同一住宅及び同一人について１回限りとする。

（補助金の交付申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ補助金交付申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならない。
(1) 対象システムの設置に要する総経費の内訳が明記されている見積書の写し。
(2) 対象システム設置に係る図面（付近見取図、配置図、立面図、パネル図）。
(3) 太陽電池の最大出力の合計値が確認できるものの写し（カタログ等）。
(4) 経済産業省「住宅用太陽光発電導入支援復興対策費補助金」申請書の写し（申請している場合のみ）。
(5) 個人情報目的外利用に関する同意書（税関係）。
(6) 事務代行委任状（手続きを第三者に代行される場合のみ）（第２号様式）。
(7) その他町長が必要と認める書類。
２　前項の申請は、当該年度に属する３月末日までに補助事業を完了するものを対象とする。
　（事務の代行）
第６条　補助金の交付を受けようとするものは、申請書提出事務の手続きを第三者に代行させることができる。この場合事務代行委任状（第２号様式）を、町長へ提出しなければならない。
２　前項の事務手続きを代行するものは、依頼された手続きを誠意を持って実施するものとする。

（補助金の交付決定）
第7条　町長は、第５条の交付の申請があったときは、当該申請の内容を審査し、補助金を交付すべきと認めたときは、補助金交付決定通知書（第３号様式）により申請者へ通知するものとする。
（変更承認申請等）

第８条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、交付決定内容の変更並びに補助事業の中止又は廃止を行う場合は、あらかじめ補助事業変更等承認申請書（第４号様式）を町長へ提出し承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限りではない。
２　前項の規定により補助事業の変更承認の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査及び内容を調査し、決定すべきものと認めたときは、速やかに補助事業変更決定通知書（第５号様式）により補助金等の変更の決定をするものとする。
（実績報告）
第９条　交付決定者は、事業が完了した場合は、速やかに実績報告書（第６号様式）に次に掲げる書類を添付して、町長に提出しなければならない。
(1) 電力会社からの太陽光発電に関する電力受給契約の内容を示す書類原本の写し。
(2) 太陽電池モジュールの製造業者発行の出力対比表（設置枚数分の製造番号と太陽電池モジュール出力が入っているもの）、又は対象システムの出力対比表と太陽電池モジュールに梱包されている設置枚数分全ての製造番号表（製造番号と出力値が記載されたもの）の写し。
(3) 対象システムの工事内訳書。
(4) 工事請負契約書又は売買契約書（建売住宅の場合）の写し。
(5) 対象システムの設置費にかかる領収証の写し。
(6) 対象システムの設置状況を示すカラー写真。
(7) その他町長が必要と認める書類。
（交付額の確定）
第１０条　町長は、前条の実績報告書の提出を受けた場合においては、当該報告書等の書類の審査及び現地調査等により、その補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容等に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、補助金交付額を確定し、補助金交付額確定通知書（第７号様式）により交付決定者へ通知するものとする。
（補助金の請求）

第１１条　交付決定者は、前条の規定による補助金交付額確定通知書を受けた場合は速やかに、補助金交付請求書（第８号様式）を町長へ提出し、町長はこれに基づき補助金を交付する。
（交付決定者の責務等）
第１２条  交付決定者は、国が定める住宅用太陽光発電導入支援復興対策事業実施細則に規定する当該対象システムの法定耐用年数の期間において、対象システムを善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、町補助金の交付目的に従ってその適正な運用を図らなければならない。
２　交付決定者は、前項の法定耐用年数の期間において、対象システムの売却、譲渡、交換、貸与、廃棄、担保への供与その他の処分を行ってはならない。ただし、やむを得ない理由があると町長が認めた場合は、この限りではない。
３　交付決定者は、補助事業の施行に関する証拠書類、帳簿等を整理し５年間保存しておかなければならない。
　（補助金の交付の取消）

第１３条  町長は、補助金対象者が次の各号の一に該当した場合は、補助金の交付の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 虚偽の申請その他の不正行為によって補助金の交付を受けようとしたとき又は受けたとき。
(2) 補助金を他の用途に使用したとき。
(3) 本要綱に違反したとき。
２　町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、補助金交付取消通知書（第９号様式）により交付決定者に通知するものとする。
　（補助金の返還）

第１４条　町長は、補助金の交付を取り消した場合は、当該取り消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、補助金の返還を命ずることができる。
（委任）
第１５条　この要綱で定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附　則
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
